
令和６年度 別府商工会議所事業計画 

 

［基本方針］ 

令和５年５月に新型コロナウイルス感染症の医学的分類が５類に引き下げられ、国内外

の人流がコロナ禍前の水準に概ね回復したことに伴い景気は緩やかながら回復基調を辿っ

ている。 

本市を取り巻く状況に目を転じると、コロナ禍による諸規制の大幅緩和と一昨年から続

く円安によりインバウンド等の急激な増加を見た一方、世界各地で激化する紛争や過度な

インフレは原材料費の上昇などを引き起こし、加え、少子高齢化等に伴う人手不足とそれ

に伴う人件費の高騰等、中小零細事業所の収益は大きく圧迫されている。しかしながら、

事業者による消費者等への価格転嫁は十分に進んでおらず、経営者を取り巻く環境は非常

に厳しい現状が続いている。 

このような中、令和６年は、別府市制１００周年の節目を迎え次の１００年に向けたス

タートを切るため様々な記念行事開催が計画されおり、さらに、ＪＲによるデスティネー

ションキャンペーンが本県で（福岡県等共催）９年ぶりに開催されるなど、景気浮揚に向

け反転攻勢契機となるものと期待される。 

本所は前記の諸事業への参画、協力は勿論、疲弊を極める個店の支援を基本としながら、

国、県、市、関係諸団体等との連携を強化し、各種補助等支援メニューの活用を図りなが

ら市内事業者に寄り添い積極的な支援を行うとともに、総合経済団体として次に掲げる多

角的な事業展開を会員・役職員一丸となって鋭意行い地域の持続的発展に寄与していくこ

ととする。 

 

１．観光産業の街づくり 

 セミナー等の開催を通じおもてなし力のブラッシュアップを図ることや、行政と連携し

地産地消ネットワークを構築することなど、観光地として地力を蓄えるとともに、商工会

議所のもつ広域ネットワークを駆使し、都市間競争を勝ち抜くべく独自の観光誘致事業や

ＪＲによる「福岡・大分デスティネーションキャンペーン」の支援などを積極的に行う。

また、ラグビートップリーグのキャンプ誘致等スポーツ観光の推進、水平型宇宙港開発に

よる観光振興施策についての研究を行政や関連団体と連携し引き続き注力する。 

２．個店や商店街の支援強化 

疲弊を極める商店街や、市内事業所の大多数を占める中小小規模事業者に対し、リニュ

ーアルしたホームページ等を積極的に活用し、タイムリーな情報発信と、親身な経営等相

談等を通じ、各自が抱える問題点の把握とその共有を図り、多彩な会議所の支援メニュー

を駆使し、特に、コロナが常態化する新しい社会経済に対応すべくデジタルトランスフォ

ーメーション（ＤＸ）の導入や展示会への出店支援等、問題解決と事業所等の自立並びに

持続的発展を強力に支援する。また、経済産業省から再認定予定である、小規模事業者支

援法に基づく「経営発達支援計画」と大分県知事の認定を受けた「事業継続力強化支援計

画」の着実な実施により、同法等の求める伴走型支援の強化や甚大化する自然災害等への

備えに努める。さらに、日本商工会議所が進める、大企業と中小企業がともに成長できる

持続可能な関係構築を目指すパートナーシップ構築宣言の理念浸透を図り、原材料費等高

騰により圧迫されている事業収益の改善を後押しする。 

３．組織の活性化と外部有識者などの活用 

内部会議の活性化と各種業界団体との意見交換を通じ、山積する問題点の収集、共有化

を図るとともに、本市にゆかりのある有識者等にも有用なご意見をいただきながら、行政



や弁護士、税理士、中小企業診断士等各専門家との緊密なる連携の下、相談会の実施や諸

問題解決策のための研究を行う。 

 

［事業項目］ 

１．提言・要望活動の展開 

（１）日本商工会議所、九州商工会議所連合会、大分県商工会議所連合会等と連携した建

議、要望活動 

（２）日本商工会議所専門員会等の積極的活用 

２．会員サービス事業の拡充と組織・財政基盤の強化 

（１）巡回指導の再開と非会員へのアプローチによる会員増強等 

３．地場産業の振興と地域づくりの推進 

（１）部会活動の推進 

   ①人材確保に向けた取組の実施 

②商店街活性化と展示会等個店支援に資する取組の強化 

   ③おもてなし力向上に資する研修会の実施 

（２）スポーツ観光の推進 

（３）市制１００周年記念事業への参画と国際交流の推進 

（４）ＪＲデスティネーションキャンペーン等への協力 

４．小規模企業並びに市内商店街の育成、支援対策の推進 

（１）経営発達支援計画に基づいた伴走型支援の実施 

（２）事業継続力強化支援計画に基づいた支援の実施 

（３）インボイス制度導入に関する支援 

（４）中小企業診断士協会等との連携による相談会の実施 

（５）企業間の持続的関係構築に資する「パートナーシップ宣言」の広報普及活動 

５．社会資本整備に関する積極的活動の展開 

（１）東九州自動車道４車線化の推進 

（２）東九州新幹線実現に向けた協力 

（３）別府港整備早期実現に向けた協力 

６．雇用・労働問題への対応 

（１）人手不足解消のための研究 

（２）ジョブカフェ等を活用した教育機関との連携 

７．広報活動と情報化の推進 

（１）ＤＸ普及に資するセミナー等の実施 

（２）リニューアルしたホームページ等の活用による各種情報発信の強化 

８．商工技術技能の普及・人材育成 

（１）各種検定、各種セミナー等を活用した人材の育成支援 

 

 

 


